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第１章 株主の権利・平等性の確保、株主との対話 

【基本原則１】 

上場会社は、株主の権利が実質的に確保されるよう適切な対応を行うとともに、株主がその権利を適切に

行使することができる環境の整備を行うべきである。  

また、上場会社は、株主の実質的な平等性を確保すべきである。 

特に、少数株主や外国人株主については、株主の権利の実質的な確保、権利行使に係る環境や実質的な平

等性の確保に課題や懸念が生じやすい面があることから、十分に配慮を行うべきである。 

上場会社は、その持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するため、株主総会の場以外において

も、株主との間で建設的な対話を行うべきである。 

当社は、少数株主を含む全ての株主に対して、実質的な平等性を確保すべく、迅速、正確、公平、継続を

基本に金融商品取引等の関連法令および東京証券取引所の定める適時開示等に係る規則を遵守し、速やかな

情報開示を行っております。また、その他の情報につきましても、株主の権利の確保と適切な権利行使に資

するために、適時開示の趣旨を踏まえて適切な方法により迅速、正確かつ公平に開示する方針です。 

当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するため、株主との建設的な対話に積極的に取り

組み、株主と双方向のコミュニケーションの充実に努めております。そのために、ＩＲ体制を整備し、当社

の成長戦略に対する理解を深めるための機会創出に努めております。また、株主との対話を通じて当社に対

する関心や懸念を把握し、当社の経営方針をわかりやすく明確に説明し、株主を含むステークホルダーから

の理解を得られるように取り組んでおります。 

当社は、株主の権利の重要性を踏まえ、その権利行使を事実上妨げることのないよう配慮しております。

また、少数株主にも認められている権利については、株式取扱規程により手続きを定め、少数株主の権利行

使の確保に十分配慮しております。  

（ⅰ）当社は、持続的な成長を継続させ企業価値を向上させることを最重要課題と認識しており、現段階

では買収防衛策の導入の予定はありません。 

（ⅱ）当社が、支配権の変動や大規模な希釈化をもたらす資本政策を行う際には、既存株主を不当に害す

ることのないよう取締役会・監査役は、その必要性・合理性をしっかりと検討し、適正な手続きを確保する

とともに、株主に十分な説明を行う方針です。  

（ⅲ）当社は、役員や主要株主との取引を行う場合には、取締役会において社外取締役や監査役からの意

見を求め、審議したうえで、承認を得ることとしております。その利益相反取引の状況等については、取締

役会毎に当社全ての役員に対して、関連当事者間取引の有無について確認するアンケート調査を実施してお

り、関連当事者間の取引について管理する体制を構築しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

【原則１－１．株主との建設的な対話】 

（１）上場会社は、株主からの対話の申込みに対しては、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上

に資するよう、合理的な範囲で前向きに対応すべきである。取締役会は、株主との建設的な対話を促進する

ための体制整備・取組みに関する方針を検討・承認し、開示すべきである。  

（２）株主との対話には、株主の希望と面談の主な議題も踏まえた上で、合理的な範囲で、経営陣、社外取

締役を含む取締役または監査役が臨むことを基本とすべきである。 

（３）上場会社は、株主と行った対話の内容を踏まえ、必要に応じて社内で情報共有や検討を行うなど、適

切に対応すべきである。 

（１）株主との実際の対話につきましては広報・ＩＲ部を窓口とし、ＩＲ担当者が対応しております。 

（２）株主との対話の対応者については、株主・投資家からの要望内容を踏まえ、合理的な範囲で成長戦

略担当取締役や執行役員、社外役員が面談に対応すべく善処しております。 

（３）株主・投資家の皆様との対話の内容について、経営会議や取締役会において報告・共有されており

ます。  

また、具体的には以下の方策により株主との建設な対話を促進しています。 

（ⅰ）（ⅱ）当社では、ＩＲ担当部署である広報・ＩＲ部を管掌する取締役をＩＲ担当取締役に選任する

ことで、有機的な連携に努めております。また、ＩＲに関連する他部署との情報共有を密にすることで連携

を強めるよう努めております。  

（ⅲ）広報・ＩＲ部にて個別面談に積極的に対応するとともに、アナリスト・機関投資家向けに、毎年８

月の決算説明会の他に、11月、２月、５月の四半期決算説明会を開催し、代表取締役社長が決算内容および

業績見通し、経営戦略等を説明しております。当該説明会用の資料は、一般株主を含む全てのステークホル

ダーが閲覧できるよう、当社ウェブサイトのＩＲ情報コーナーに掲載しております。  

（ⅳ）ＩＲ活動にて把握された意見等については、経営会議や取締役会において報告・共有されておりま

す。  

（ⅴ）株主・投資家・アナリストとの対話の際には、当社の持続的成長、中長期的な企業価値向上に資す

る事項を対話のテーマとすることにより、インサイダー情報管理に留意しております。 

 

【原則１－２ 株主総会における議決権行使】 

上場会社は、株主総会が株主との建設的な対話の場であることを踏まえ、株主の視点に立って、有価証

券報告書を株主総会開催日前に提出するなど株主総会において株主が適切な判断を行うことに資すると考

えられる情報を必要に応じ適確に提供する、株主総会開催日や議決権行使に係る基準日をはじめとする株

主総会関連の日程を適切に設定する、プライム市場上場会社は、少なくとも機関投資家向けに議決権電子

行使プラットフォームを利用可能とするなど、株主総会における権利行使に係る適切な環境整備を行うべ

きである。 

当社は、株主総会が株主との建設的な対話の場であることを認識しており、より多くの株主が株主総会に

出席できるよう開催日時および開催場所の設定に努めております。また、株主総会当日はインターネットに

よるライブ中継を実施しております。加えて、当日ご出席できない株主については議決権行使書の郵送によ

る議決権行使方法の採用、さらにインターネットによる議決権行使の環境整備を行い、より株主が議決権行

使をしやすい環境整備を推進しております。 

 



【原則１－３ 株主総会で相当数の反対があった会社提案議案】 

上場会社は、取締役会は、株主総会において可決には至ったものの相当数の反対票が投じられた会社提案

議案があったと認めるときは、反対の理由や反対票が多くなった原因の分析を行い、株主の権利の確保に資

するよう適切に対応すべきである。 

当社は、株主総会における決議事項について、議決権行使結果を真摯に受け止め、取締役会で反対の理由

や反対票が多くなった原因の分析を行っております。また、その分析結果をもとに株主との対話について検

討を行っております。 

 

【原則１－４ 政策保有株式】 

上場会社が政策保有株式として上場株式を保有する場合には、政策保有株式の縮減に関する方針・考え

方など、政策保有に関する方針を開示すべきである。また、毎年、取締役会で、個別の政策保有株式につ

いて、保有目的が適切か、保有に伴う便益やリスクが資本コストに見合っているか等を具体的に精査し、

保有の適否を検証するとともに、そうした検証の内容について開示すべきである。  

上場会社は、政策保有株式に係る議決権の行使について、適切な対応を確保するための具体的な基準を策

定・開示し、その基準に沿った対応を行うべきである。  

上場会社は、自社の株式を政策保有株式として保有している会社（政策保有株主）からその株式の売却

等の意向が示された場合には、取引の縮減を示唆することなどにより、売却等を妨げるべきではない。  

上場会社は、政策保有株主との間で、取引の経済合理性を十分に検証しないまま取引を継続するなど、

会社や株主共同の利益を害するような取引を行うべきではない。 

当社は、政策保有株式を保有しないことを原則としております。ただし、例外的に上場株式を新規に政策

保有する場合、もしくは既に政策保有している場合については、資本効率や事業戦略、取引関係等を総合的

に勘案し、中長期的な観点から当社の企業価値の向上に資することを当社取締役会で確認したうえで新規保

有や継続保有の是非を判断します。当社の企業価値向上に資すると認められない上場株式については適宜売

却をいたします。当社は中長期的な視点において企業価値向上に資するか、または当社の株式保有の意義が

損なわれないかを当社判断基準として議決権の行使を行っております。  

なお、当社は、自社の株式を政策保有株式として保有している会社からその株式の売却等の意向が示され

た場合には、取引の縮減を示唆することなどは一切せず、適切に対応致します。また、当社は、政策保有株

主との取引等については、他の一般取引先と同様の取引条件としております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２章 株主以外のステークとの適切な協働 

【基本原則２】 

上場会社は、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の創出は、従業員、顧客、取引先、債権者、地

域社会をはじめとする様々なステークホルダーによるリソースの提供や貢献の結果であることを十分に認

識し、これらのステークホルダーとの適切な協働に努めるべきである。  

取締役会・経営陣は、これらのステークホルダーの権利・立場や健全な事業活動倫理を尊重する企業文

化・風土の醸成に向けてリーダーシップを発揮すべきである。 

当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の創出のため、株主をはじめとするステークホルダーとの適

切な協同に努めるべきと認識しております。「サステナビリティ基本方針」を定め、事業活動を通じて「持

続可能でイキイキとした社会づくりへの貢献」と「お客様に必要とされるブランド・会社」の両立の実現を

目指し、社会の課題解決と持続的発展に貢献していきます。その実現に向けて、従業員・顧客・取引先・債

権者・地域社会等のステークホルダーとの長期持続的で良好な信頼関係の構築・維持・発展を図り、魅力あ

る企業文化・風土の醸成に努めております。  

また、当社は「人権方針」、「調達方針」、「贈収賄・腐敗防止方針」および「顧客責任方針」等を作成

し、当社ホームページに掲載しております。  

（https://www.monogatari.co.jp/sustainability/policy/anti_bribery/） 

 

【原則２－１ 中長期的な企業価値向上の基礎となる経営理念の策定】 

上場会社は、自らが担う社会的な責任についての考え方を踏まえ、様々なステークホルダーへの価値創造

に配慮した経営を行いつつ中長期的な企業価値向上を図るべきであり、こうした活動の基礎となる経営理念

を策定すべきである。 

当社の経営理念である「Smile & Sexy(スマイル アンド セクシー)」とは、自己実現を目指す経営理念で

あり、「自立した人間は素敵であり、自ら意思決定ができる」ということを表現しています。この体現こそ

当社の強みである「人財力」の源泉であり、当社が厳しい環境変化に対応し、勝ち抜くための底力であると

考えています。また、経営理念を達成するための具体的な実践項目として「お客様の心のリラックス」「物

語人の心の自立」を掲げ、事業を通じて「豊かな社会」と「お客様に必要とされるブランド・会社」の両立

の実現を目指し、社会の課題解決と持続的発展に貢献していきます。そして、様々なステークホルダーとと

もに価値を創造し、互いに成長することにより、中長期的な企業価値の向上に努めております。 

 

【原則２－２ 社内の多様性の確保】 

上場会社は、ジェンダーや国際性、経歴（中途採用を含む）、年齢、文化的背景やこれらに限られない観

点から、中核人材への登用等における多様性の確保についての考え方と自主的かつ測定可能な目標を決定す

るとともに、その状況を開示すべきである。  

また、多様性の確保に向けた人材育成方針と社内環境整備方針をその実施状況と併せて開示すべきであ

る。 

当社は、様々な視点や価値観の存在は会社の持続的な成長を確保するうえでの強みとなることを十分に認

識しております。性別・経歴・国籍・文化的背景等を区別せず、多国籍な人財、多様なバックグラウンドを

持つ人財を積極的に登用することで社内の多様性の確保を図っております。また、女性社員の活躍を積極的

に推進するとともに、子育てと仕事の両立など多様なライフスタイルに応じ、社員の誰もが継続的に活躍で

きる環境の提供に努め、多様性を尊重する企業風土の醸成を図っております。  



そうした中、当社の企業理念である「Smile ＆ Sexy(スマイル アンド セクシー)」のもと、「自ら意思

決定できる自立した人財」の活性化が成長戦略の重要な柱と認識しております。 そのために、当社は、ダ

イバーシティ＆インクルージョンを基盤とし、多様な人財が自分らしくイキイキと働ける企業文化の醸成を

推進しております。  

また、従業員の管理職や中核人財への登用においても性別や国籍、キャリア採用者等の枠を超えた多様性

の確保を目指してまいります。当社の女性管理職比率は7.5％であり、女性従業員の管理職への登用につい

ては不十分であると認識しております。また、外国人従業員の管理職への登用も十分な状況ではなく、当社

はこれらの比率向上に向けて引き続き取り組んでまいります。また、当社の女性の管理職比率や多様性確保

に向けた具体的な取り組みについては、当社ウェブサイトにて開示を行っております。 

（https://www.monogatari.co.jp/sustainability/） 

 

 

【原則２－３ 内部通報】 

上場会社は、内部通報に係る適切な体制整備を行い、取締役会は、その運用状況を監督すべきである。 

当社は、内部通報に係る社内規程を策定し、従業員等が不利益を被ることなく違法又は不適切な行為・情

報開示に関する情報や真摯な疑念を伝えることができるよう公益通報者保護法が遵守される体制を構築して

おります。また、適宜取締役会に対して内部通報制度の運用状況について報告を行っております。 

 

【原則２－４ 企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】 

上場会社は、企業年金の積立金の運用が、従業員の安定的な資産形成に加えて自らの財政状態にも影響を

与えることを踏まえ、企業年金が運用（運用機関に対するモニタリングなどのスチュワードシップ活動を含

む）の専門性を高めてアセットオーナーとして期待される機能を発揮できるよう、運用に当たる適切な資質

を持った人材の計画的な登用・配置などの人事面や運営面における取組みを行うとともに、そうした取組み

の内容を開示すべきである。その際、上場会社は、企業年金の受益者と会社との間に生じ得る利益相反が適

切に管理されるようにすべきである。 

当社は、企業年金制度を採用しておりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.monogatari.co.jp/sustainability/


第３章 適切な情報開示と透明性の確保 

【基本原則３】 

上場会社は、会社の財政状態・経営成績等の財務情報や、経営戦略・経営課題、リスクやガバナンスに係 

る情報等の非財務情報について、法令に基づく開示を適切に行うとともに、法令に基づく開示以外の情報提 

供にも主体的に取り組むべきである。 

その際、取締役会は、開示・提供される情報が株主との間で建設的な対話を行う上での基盤となることも

踏まえ、そうした情報（とりわけ非財務情報）が、正確で利用者にとって分かりやすく、情報として有用性

の高いものとなるようにすべきである。 

当社は、情報開示が重要な経営課題の一つであり、ステークホルダーから理解を得るために適切な情報開

示を行うことが必要不可欠と認識しております。その認識を実践するため、法令に基づく開示以外にも株主

をはじめとするステークホルダーにとって重要と判断される情報（非財務情報も含む）については、任意で

適時開示を行っております。  

その他、当社への理解をより深めていただくための追加情報についても当社ウェブサイトを通じ積極的に

情報開示を行っております。 

 

【原則３－１ 情報開示の充実】 

上場会社は、法令に基づく開示を適切に行うことに加え、以下の事項について開示し、主体的な情報発信

を行うべきである。  

（１）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画  

（２）本コードのそれぞれの原則を踏まえた、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方 

針  

（３）取締役会が経営陣・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続  

（４）取締役会が経営陣の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続  

（５）取締役会が上記（４）を踏まえて経営陣の選解任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の

選解任・指名についての説明 

(１) 経営理念や経営戦略、中期経営計画を当社ウェブサイトに掲載しております。また、株主をはじめ

とするステークホルダーの皆様に経営戦略・経営計画を説明することに努めており、決算説明会資料等も当

社のホームページにて開示しております。  

（https://www.monogatari.co.jp/ir/library/lib07/）  

(２) コーポレートガバナンスの基本方針を当社ウェブサイト、コーポレートガバナンス報告書および有

価証券報告書に記載しております。  

(３) 取締役の報酬等の額またはその算定方法に関する方針については、持続的な成長と中長期的な企業

価値の向上を経営上の最重要課題と位置付けており、取締役の報酬制度についても、当社の成長や企業価値

の向上に資するべきものであると考えております。また、基本方針として、「経営理念を実践する優秀な人

財を登用できる報酬体系」「持続的な企業価値向上を動機づける報酬体系」「報酬の決定プロセスは透明

性・客観性」を定めております。加えて、取締役の報酬の総額は株主総会で決議された範囲内で支給するこ

ととし、取締役の個人別の報酬額は、指名・報酬委員会で審議のうえ、取締役会で協議し決定しておりま

す。  

取締役の報酬制度は、「基本報酬」「業績報酬」「個人評価報酬」および「株式報酬」で構成されており

ます。これら報酬は株主総会で承認された限度額の範囲内で支給しております。  



また、基本報酬は、「役位報酬」「加算報酬」「職責報酬」からなり、「役位報酬」は役位毎にその役割

に応じた業績報酬とし、「加算報酬」は人財難易度等を考慮して個別に支給額を決定し、「職責報酬」は職

責に応じて支給額を決定しております。  

加えて、短期的なインセンティブとして「業績報酬」を設定しています。前連結会計年度の連結経常利益

と純利益を評価基準としたうえで、総合的に評価しております。そして、中期経営的なインセンティブとし

て「株式報酬（譲渡制限付株式報酬）」を導入しております。各役位の職責や貢献度を踏まえ、原則として

役位が高くなるに応じて、業績連動報酬や株式報酬の割合が大きくなる設定としております。  

「個人評価報酬」は、毎年代表取締役社長による評価項目を設定したうえで、業務執行取締役を個人毎に

評価し、その評価結果を指名・報酬委員会で審議しております。  

監査役および社外取締役の報酬は、基本報酬のみで構成しております。なお、監査役報酬については、株

主総会で承認された監査役報酬等の限度額の範囲内で、監査役会での協議により決定しております。  

上記に加え、当社は、2025年８月18日開催の取締役会において、取締役の報酬制度の見直しを行い、新た

にＥＳＧに関する数値目標の達成度に連動した譲渡制限付株式報酬制度（以下「ＥＳＧ条件加重型制度」と

いいます。）の導入を決議し、ＥＳＧ条件加重型制度に関する議案を2025年９月26日開催予定の第56期定時

株主総会にて承認されております。 

また、2026年８月21日開催の取締役会において、取締役の報酬制度の見直しを行い、新たに業績に関する

数値目標の達成度に連動した譲渡制限付株式報酬制度（以下「追加制度」といいます。）の導入を決議し、

追加制度に関する議案を2025年９月26日開催予定の第56期定時株主総会にて承認されております。 

(４) 取締役候補については、当社の持続可能な成長と企業価値向上に資する候補者であるか等の別途定

める選任基準に基づき選定し、候補者との対話の機会を持ったうえで指名・報酬委員会で審議したのち、取

締役会にて決定します。また、監査役候補については、当社の健全な経営と社会的信用の維持向上に資する

人物であり、中立的・客観的に監査を行うことができる候補者であるか等を監査役会において協議・同意を

したうえで、最終的に取締役会にて決定しております。  

(５) 取締役会は、上記の(４)を踏まえて、経営幹部および取締役・監査役候補者の個々の内容を検討し

たうえで、選解任・指名を決議しています。また、個々の選解任・指名の理由については都度開示すること

としております。 

 

【原則３－２ 英文開示】 

上場会社は、自社の株主における海外投資家等の比率も踏まえ、合理的な範囲において、英語での情報の

開示・提供を進めるべきである。 

当社は、国内・海外投資家への情報開示の公平性の観点から、株主総会招集通知、決算短信、決算説明会

資料およびその他必要と判断した事項において英訳を参考資料としてＴＤｎｅｔおよび当社ウェブサイト等

に掲載しております。 

 

 

 

 

 

 

 



 

【原則３－３ 会計監査人】 

上場会社は、会計監査人及び上場会社は、会計監査人が株主・投資家に対して責務を負っていることを認

識し、適正な監査の確保に向けて適切な対応を行うべきである。 

当社は、外部会計監査人が適正な監査の確保ができるよう、監査役会、内部監査部、経理部および成長戦

略・サステナビリティ推進部等と連携して意見交換を行い、監査スケジュールや監査体制の調整に努めてお

ります。 

（ⅰ）当社の監査役会は、外部会計監査人の選解任等の議案決定権を行使するに当たって、現任の外部会

計監査人の監査活動について適切性・妥当性を評価することが求められており、評価に当たっては、経営

執行部門から外部会計監査人についての報告を受けるほか、外部会計監査人とのコミュニケーションや監

査現場の立会等を行い、外部会計監査人が監査品質を維持し、適切に監査しているかを評価することとし

ております。この結果を、監査役会が定めた評価基準表の項目に従い、常勤監査役が確認するとともに、

監査役会において、監査役全員で評価することとしております。  

（ⅱ）当社の監査役会は、外部会計監査人との定期的な意見交換や監査実施状況等を通じて、独立性と専

門性の有無について確認を行っております。なお、現在の当社外部会計監査人である有限責任監査法人ト

ーマツは、独立性・専門性共に問題はないものと認識しております。 

（ⅲ）外部会計監査人と事前協議を実施のうえ、監査スケジュールを策定し、十分な監査時間を確保して

おります。  

（ⅳ）外部会計監査人と経営幹部陣との面談等については、要請の有無に関わらず面談時間を確保し対応

を行っております。また常勤監査役は内部監査部と連携し、随時必要な情報交換を行うと共に、外部会計

監査人は内部監査部と直接的な連携を取れるようになっているため、外部会計監査人が必要とする情報に

ついて随時開示が可能な体制となっております。  

（ⅴ）会計監査や四半期レビューの報告等を通じ、外部会計監査人と監査役との連携を確保しておりま

す。 

また、社外取締役においても、外部会計監査人からの依頼に応じ迅速にアクセスできるよう体制を構築

しております。  

（ⅵ）外部会計監査役が不正を発見し適切な対応を求めた場合や不備・問題点を指摘した場合、代表取締

役の指示により、各管掌取締役が中心となり調査・是正を行い、その結果を代表取締役社長および経営会

議に報告いたします。また、監査役会は、内容を吟味し、必要に応じて常勤監査役が、関連部署と連携を

とり、調査を行うとともに、必要な是正を求めることとしております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第４章 取締役会等の責務 

  【基本原則４】 

上場会社の取締役会は、株主に対する受託者責任・説明責任を踏まえ、会社の持続的な成長と中長期的な

企業価値の向上を促し、収益力・資本効率等の改善を図るべく、  

（１）企業戦略等の大きな方向性を示すこと  

（２）経営陣による適切なリスクテイクを支える環境整備を行うこと  

（３）独立した客観的な立場から、経営陣（執行役及びいわゆる執行役員を含む）・取締役に対する実効

性の高い監督を行うこと をはじめとする役割・責務を適切に果たすべきである。 

（１）当社の取締役会は、中期経営計画および年度予算の策定に当たって、経営戦略等の会社が進むべき

方向性を明確にしております。また、株主に対する受託者責任・説明責任を踏まえ、適時開示やコーポレー

トサイトでの情報発信のみならず、年４回の決算説明会やインターネットによる決算説明会の配信を行って

おります。また、当社は、各ステークホルダーに対して必要な情報を適時正確に提供し、株主以外のステー

クホルダーとの適切な協働を確保しております。 

（２）当社は、執行役員制度を導入し「経営の重要事項の意思決定および監督機能」と「業務執行機能」

を分離することで、責任の明確化と経営の公正性・透明性の向上を図り、経営陣幹部による適切なリスクテ

イクを支える環境整備を行っております。  

（３）当社は、取締役７名を選任しており、そのうち３名を社外取締役として選任し、東京証券取引所へ

独立役員として登録を行っております。また、監査役は４名を選任し、その全員が社外監査役であり、東京

証券取引所へ独立役員として登録を行っております。当社の取締役会の監督機能を強化することで、当社の

コーポレートガバナンスの充実を図っております。 

 

【原則４－１ 取締役会の役割・責務Ⅰ：企業戦略等の大きな方向付け】 

取締役会は、会社の目指すところ（経営理念等）を確立し、それに向けた成長の道筋を構築するなど、戦

略的な方向付けを行うことを主要な役割・責務の一つと捉え、具体的な経営戦略や経営計画等について建設

的な議論を行うべきである。  

また、取締役会は、経営戦略や経営計画の策定・公表に当たっては、成長の実現を目指し、自社の資本コ

ストを踏まえて収益計画や資本政策の基本的な方針を示すとともに、収益力・資本効率等に関する目標を提

示し、その実現のために、成長投資（設備・研究開発・人的資本・知的財産等の無形資産への投資等）や事

業ポートフォリオの見直し等の経営資源の配分等に関し具体的に何を実行するのかについて説明を行うべき

である。 

当社の取締役会は、経営理念「Smile ＆ Sexy(スマイル アンド セクシー)」を実現するために、具体的

な経営戦略や中期経営計画等について適宜議論を行っております。また、その基本方針の決定に当たって

は、社外取締役・社外監査役を交えた自由・闊達な意見交換を通じて、建設的な議論を行っております。 

当社は、中期経営計画の策定にあたり、自社の資本コストについては加重平均資本コスト（ＷＡＣＣ）を用

いて把握しております。そのうえで、収益計画および株主還元方針等の資本政策の基本的な方針と合わせ、

資本コストを上回るＲＯＥを目標として設定し、開示しております。加えて、売上高および営業利益等の計

数目標を開示し、株主からの理解が得られるように努めております。さらに、株主総会や決算説明会等にて

目標達成に向けた具体的な施策を説明しております。 なお、当社の事業ポートフォリオは外食事業を営む

単一事業であり、その業態戦略など経営方針については有価証券報告書・決算説明会資料などにおいて開示

しております。今後、事業ポートフォリオの見直しの必要性がある場合は、速やかに当社の経営方針を明確



に説明したうえで、その理解を得るよう努めてまいります。また、当社は中期経営計画および単年度予算の

進捗状況は毎期分析を行い、その結果を決算説明会や株主総会等で説明を行っております。また、次期以降

の中期経営計画に大きく変更が生じる場合は速やかに説明をいたします。 

当社は2025年8月8日に、経営理念である「Smile & Sexy（スマイル アンド セクシー）」と「長期経営ビ

ジョン」の実現を目指し、2030年までの中期経営ビジョン「物語ビジョン2030」と「中期３カ年経営計画

2026～2028」を策定・公表しております。 

 新たな中期経営ビジョンにおいては、「業態開発型リーディングカンパニー実現に向けた全方位成長戦

略」を基本方針としています。この方針に基づき、業態開発を軸に、既存ブランドの強化や新たな成長エン

ジンの創出に取り組み、国内外での事業拡大と売上・利益の最大化を図ってまいります。また、成長を支え

る「人財力」を競争優位性および差別化要因と捉え、育成と活躍を最大化する環境を整備することで、持続

的な企業価値の向上と社会貢献を目指します。 

 これらの目標達成に向けて、「業態開発力×人財力で勝ち抜く成長戦略」「サステナビリティ経営戦

略」「コーポレート戦略」「財務戦略」を重点戦略として推進します。 

「業態開発力×人財力で勝ち抜く成長戦略」では、「選ばれるブランドづくり」「成長を加速させる新業

態・新事業開発」「海外事業の拡大」を成長戦略の三本柱に据えた業態開発を推進します。同時に、「個の

覚醒」を加速させる理念型企業への進化を軸に、人財力による成長を目指してまいります。「サステナビリ

ティ経営戦略」では、外食業界トップクラスのサステナビリティ経営体制確立を目指し、マテリアリティに

基づく指標と目標を設定します。そして、ＥＳＧ施策の実行と情報開示を推進し、持続可能な社会への貢献

を目指します。「コーポレート戦略」では、持続的な成長を支える経営基盤をさらに強化するため、事業機

能・コーポレート機能・ガバナンス機能の強化に注力してまいります。「財務戦略」においては、資本コス

トを上回る資本効率を意識した経営を実現し、持続的な企業価値向上を支える財務資本政策を推進します。 

・中期経営ビジョン「物語ビジョン2030」および「中期３カ年経営計画」の詳細は下記URLをご参照くだ

さい。 

https://www.monogatari.co.jp/wp-content/uploads/2025/08/monogatari_vision2030_250808.pdf 

 

【原則４－２ 取締役会の役割・責務Ⅱ：適切なリスクテイクを支える環境整備】 

（１） 取締役会は、経営陣による適切なリスクテイクを支える環境整備を行うべきである。  

（２） 取締役会は、自社の経営資源の配分が、成長の実現を目指して策定・公表した経営戦略や経営計画 

に照らし適切なものとなっているかについて不断に検証を行うべきである。  

（３） また、経営陣の報酬については、中長期的な企業価値の向上につながるよう適切なインセンティブ 

付けを行うべきである。 

（１） 取締役会は、経営陣による適切なリスクテイクを支える環境整備として、執行役員制度を導入して 

おります。執行役員制度の導入により、「経営の重要事項の意思決定及び監督機能」と「業務執行機能」を 

分離し、責任の明確化と経営の公正性、透明性の向上を図り、さらに取締役会の機能強化と業務の迅速化及 

び効率化を図ることを目的としております。 

（２）当社は2025年8月8日に公表した中期3か年経営計画（2026年～2028年8月期）において、自社の経営資 

源の配分について公表しております。具体的には、同計画においては、キャッシュインが約650億円（有利 

子負債の活用140億円、営業CF510億円）に対し、キャッシュアウトが事業拡大等の投資が約490億円（国内 

事業の拡大が約395億円、海外事業の拡大が約45億円、その他が約50億円）、株主還元が58億円を計画して 

おります。取締役会において、それら経営計画が適切に実行できるかについては、適宜監督しております。 



（３）当社の経営陣の報酬については、中長期的な企業価値の向上につながるよう適切なインセンティブ設 

計としております。具体的には、 当社の報酬は、「基本報酬」「業績報酬」「個人評価報酬」および「株 

式報酬」で構成されております。 当社の役員報酬制度における経営陣の標準時の業績における報酬構成割 

合は、基本報酬57％、短期業績報酬（業績報酬+個人評価報酬）29％、中長期業績報酬（株式報酬）14％と 

しております。基本報酬は、「役位報酬」「加算報酬」「職責報酬」からなり、「役位報酬」は役位毎にそ 

の役割に応じた業績報酬とし、「加算報酬」は人財難易度等を考慮して個別に支給額を決定し、「職責報 

酬」は職責に応じて支給額を決定しております。  

また、短期的なインセンティブとして「業績報酬」を設定しています。前連結会計年度の連結経常利益と 

純利益を評価基準としたうえで、総合的に評価しております。加えて、中期的なインセンティブとして 

「株式報酬（譲渡制限付株式報酬）」を導入しております。各役位の職責や貢献度を踏まえ、原則として役 

位が高くなるに応じて、業績連動報酬や株式報酬の割合が大きくなる設定としております。 

そして、「個人評価報酬」は、毎年代表取締役社長による評価項目を設定したうえで、業務執行取締役を

個人毎に評価し、その評価結果を指名・報酬委員会で審議しております。  

また、監査役および社外取締役の報酬は、基本報酬のみで構成しております。なお、当社は、中長期的な

企業価値および株主価値の持続的な向上を図るインセンティブを付与すると共に、株主の皆様と一層の価値

共有を進めることを目的に、株式報酬として退任型及び業績連動型の譲渡制限付株式報酬制度を導入してお

ります。 

 

【原則４－３ 取締役会の役割・責務Ⅲ：経営陣・取締役に対する実効的な監督】 

（１） 取締役会は、独立した客観的な立場から、適切に会社の業績等の評価を行い、その評価を踏まえ、 

客観性・適時性・透明性ある手続に従い選解任を実行することを含め、経営陣の人事に適切に反映すべき 

である。 特に、最高経営責任者（ＣＥＯ）の選解任については、取締役会は、会社の目指すところ（経 

営理念等）や具体的な経営戦略を踏まえ、ＣＥＯの後継者計画（サクセッションプラン）の策定・運用に 

主体的に関与するとともに、後継者候補の育成及び資質を備えたＣＥＯの選任が十分な時間と資源をかけ 

て計画的に行われていくよう、適切に監督を行うべきである。また、会社の業績等の適切な評価を踏ま 

え、ＣＥＯがその機能を十分発揮していないと認められる場合にＣＥＯを解任するための客観性・適時 

性・透明性ある手続を確立すべきである。  

（２） 取締役会は、適時かつ正確な情報開示が行われるよう監督を行うべきである。  

（３） 取締役会は、経営陣・支配株主等の関連当事者と会社との間に生じ得る利益相反を適切に管理すべ

きであり、あらかじめ、上場会社が関連当事者との間で行う取引について、取引の重要性やその性質に応

じた適切な手続を定めてその枠組みを開示するとともに、その手続を踏まえた監視（取引の承認を含む）

を行うべきである。 

（１）当社は、取締役会における経営の意思決定・監督機能の強化および透明性の向上を図るため、独立社

外取締役を選任・配置しております。また、指名・報酬プロセスにおける客観性・透明性を確保するため

に、独立社外役員が過半数かつ委員長が独立社外取締役の指名・報酬委員会を設置しております。指名・

報酬委員会は、取締役会の任意の諮問機関として、代表取締役および役付執行役員などの経営幹部の選解

任と取締役・監査役および執行役員候補の指名、ならびに、経営陣幹部・取締役・監査役および執行役員

の報酬などについての審議を経て取締役会へ答申などを行っております。経営陣幹部の選任・解任につい

ては、会社の業績等の評価を踏まえ、指名・報酬委員会に諮問する等の社内規程の方針・手続きに従い公

正かつ透明性の高い体制を構築しております。 



また、CEOの選解任については、当社取締役会において、その手続および基準を別途定めており、客観

性・適時性・透明性を備えたプロセスを確立しております。特に、CEOの選解任は当社における最も重要

な戦略的意思決定の一つであるとの認識のもと、十分な時間と資源を投入し、当社の経営を担うにふさわ

しい資質を備えた人材をCEOとして選任しております。 

また、CEOの後継者計画については、将来のCEOをはじめとする経営陣幹部の後継者育成および経営人材 

の育成を、当社の持続的な成長を実現するための重要課題と位置付けております。具体的には、指名・報 

酬委員会が長期的な視点に立ってCEOをはじめとする経営陣の後継者計画を監督するとともに、取締役会 

がその状況を適切に監督する体制を構築しております。 

（２）当社は情報開示責任者を定め、適時正確な情報を開示する体制を構築しております。  

（３）当社は、役員や主要株主との取引を行う場合には、取締役会において社外取締役や監査役からの意 

見を求め、審議したうえで、承認を得ることとしております。その利益相反取引の状況等については、取 

締役会毎に当社全ての役員に対して、関連当事者間取引の有無について確認するアンケート調査を実施し 

ており、関連当事者間の取引について管理する体制を構築しております。 

 

【原則４－４ 取締役会の役割・責務Ⅲ：経営陣・取締役に対する実効的な監督②】 

取締役会は、内部統制や全社的リスク管理体制を適切に整備すべきである。 

当社は、「コンプライアンス・リスクマネジメント規程」を定めており、適切なリスクマネジメントを行

うために内部統制推進委員会およびコンプライアンス・リスクマネジメント部会を設け、定例委員会の内容

を速やかに社内取締役および執行役員で構成される経営会議に報告することで、リスクの未然防止およびリ

スク管理を行う体制を構築しております。また、内部監査部門の運用状況については、定期的に取締役会お

よび経営会議に報告をおこなっており、取締役会にて監督しております。 

 

【原則４－５ 取締役会の役割・責務Ⅳ：サステナビリティを巡る取組み】 

取締役会は、中長期的な企業価値の向上の観点から、サステナビリティを巡る課題に積極的・能動的に取

り組むべきであり、自社のサステナビリティを巡る取組みについて基本的な方針を策定するほか、適切な対

応を行うべきである。 

当社は、事業活動を通じて、「持続可能でイキイキとした社会づくりへの貢献」と「お客様に必要とされ

るブランド・会社」の両立の実現を目指し、社会の課題解決と持続的発展に貢献することを基本としており

ます。その実現に向けて、当社は、サステナビリティ基本方針を策定し、リスク管理の観点に留まらず、事

業機会の観点から重要な経営課題と認識し、事業に関わるリスクと機会を分析したうえで９つのマテリアリ

ティ（重点課題）を特定しております。加えて、代表取締役社長を委員長とするサステナビリティ委員会を

設置し、当社のサステナビリティ経営を推進するとともに、サステナビリティを巡る課題への対応について

積極的に取り組む体制を構築しております。 また、これらの課題への取り組み状況は、適宜、取締役会お

よび経営会議に報告され、取締役会が監督する体制を構築しております。 

なお、当社のマテリアリティ（重点課題）の解決に向けた具体的な取り組みについては、当社ホームペー

ジ（https://www.monogatari.co.jp/sustainability/）にて掲載しております。 

 

 

 

 



 

【原則４－６ 監査役及び監査役会の役割・責任】 

監査役及び監査役会は、その役割・責務を果たすに当たって、株主に対する受託者責任を踏まえ、独立し

た客観的な立場において適切な判断を行い、能動的・積極的に権限を行使し、取締役会においてあるいは経

営陣に対して適切に意見を述べるべきである。 

当社は、監査役４名全てを社外監査役として選任し、東京証券取引所へ独立役員として登録しておりま

す。また、弁護士・公認会計士等専門性の高い知識と豊富な経験を有しており、取締役会および経営陣に対

して積極的に意見を述べております。 加えて、当社は、常勤監査役として１名選任しております。常勤監

査役は社内の経営会議を含む重要な会議にも参加し、監査役として積極的に意見を述べており、他の監査役

にも積極的に情報の共有を行っております。社外取締役とも定期的に会合を開催し、意見交換を行う等連携

を図っております。 

 

【原則４－７ 任意の仕組みの活用】 

上場会社は、会社法が定める会社の機関設計のうち会社の特性に応じて最も適切な形態を採用するに当た

り、必要に応じて任意の仕組みを活用することにより、統治機能の更なる充実を図るべきである。  

特に、監査役会設置会社または監査等委員会設置会社であって、独立社外取締役が取締役会の過半数に達

していない場合には、独立社外取締役を主要な構成員とする独立した指名委員会・報酬委員会を設置し、適

切な関与・助言を得るべきである。  

プライム市場上場会社は、各委員会の構成員の過半数を独立社外取締役とすることを基本とし、その委員

会構成の独立性に関する考え方・権限・役割等を開示すべきである。 

当社は、監査役会設置会社であります。独立社外取締役は 3 名であり、取締役会の過半数には達してい

ませんが、代表取締役社長執行役員をはじめとする取締役との意見交換の場を設けるなど、各取締役との連

絡・調整、監査等委員会内での連携が十分に行える体制を構築し、独立社外取締役がそれぞれの専門性や経

験等を十分に発揮できる環境等の整備に努めています。また当社は、取締役の指名等に関する事項及び取締

役の報酬等に関する事項については、取締役会の任意の諮問機関として独立社外取締役が委員長を務め、過

半数が独立社外取締役・独立社外監査役が占める任意の諮問機関である「指名・報酬諮問委員会」を設置

し、独立社外取締役が、適切に関与・助言できる体制を構築しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

【原則４－８ 独立社外取締役の役割・責務】 

上場会社は、独立社外取締役には、特に以下の役割・責務を果たすことが期待されることに留意しつつ、そ 

の有効な活用を図るべきである。  

（１）経営陣の選解任その他の取締役会の重要な意思決定を通じ、経営の監督を行うこと  

（２）会社と経営陣・支配株主等との間の利益相反を監督すること  

（３）経営陣・支配株主から独立した立場で、少数株主をはじめとするステークホルダーの意見を取締役会に 

適切に反映させること  

（４）経営の方針や経営改善について、自らの知見に基づき、会社の持続的な成長を促し中長期的な企業価値 

の向上を図る、との観点からの助言を行うこと 

当社は、独立社外取締役を３名選任しており、経営に関する幅広い知識・経験を有する人財であります。 

また、取締役会における議案の審議等を通じて、中長期的な企業価値の向上を図る観点や、取締役・主要

株主等との利益相反取引を監督する観点より、幅広い見地から有益な助言を述べており、これらの助言内容

等を当社経営に反映しております。 

 

【原則４－９ 社会・環境問題をはじめとするサステナビリティを巡る課題】 

取締役会は、取締役会における率直・活発で建設的な検討への貢献が期待できるなど、会社の持続的な成

長と中長期的な企業価値の向上に寄与するように役割・責務を果たすことができる資質を十分に備えた人物

を独立社外取締役の候補者として選定すべきである。 

当社は現在、独立社外取締役を３名選任しております。現在、取締役７名のうち独立社外取締役は３分の

１以上となっており、社外取締役独自の独立した視点から各取締役や監査役、経営陣等と適宜意見交換を行

い、現段階において当社の独立社外取締役としての責務を十分に果たしております。 独立社外取締役の客

観的な独立性の基準に関しては、当社は、当社独自に定める独立性基準をもとに、独立社外取締役の候補者

に関する指名・報酬委員会からの答申を踏まえ、取締役会で審議することで候補者を選定しております。 

 

【原則４－10 独立社外取締役の数の確保】 

上場会社は、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に寄与するように役割・責務を果たすこと

ができる資質を十分に備えた独立社外取締役を選任すべきであり、プライム市場上場会社はそのような資質

を十分に備えた独立社外取締役を少なくとも３分の１（その他の市場の上場会社においては２名）以上選任

すべきである。  

支配株主を有するプライム市場上場会社は、取締役会において支配株主からの独立性を有する独立社外取

締役を少なくとも過半数（支配株主を有するその他の市場の上場会社においては３分の１以上）選任すべき

である。  

また、上記にかかわらず、業種・規模・事業特性・機関設計・会社をとりまく環境等を総合的に勘案し

て、過半数の独立社外取締役を選任することが必要と考えるプライム市場上場会社（その他の市場の上場会

社においては少なくとも３分の１以上の独立社外取締役を選任することが必要と考える上場会社）は、十分

な人数の独立社外取締役を選任すべきである。 

当社は、独立社外取締役を取締役会（7名）の3分の1以上となる３名選任しており、経営に関する幅広い

知識・経験を有する人財であります。 

また、取締役会における議案の審議等を通じて、中長期的な企業価値の向上を図る観点や、取締役・主要



株主等との利益相反取引を監督する観点より、幅広い見地から有益な助言を述べており、これらの助言内容

等を当社経営に反映しております 

 

【原則４－11 独立社外取締役の独立性の確保】 

取締役会は、金融商品取引所が定める独立性基準を踏まえ、独立社外取締役となる者の独立性をその実質

面において担保することに主眼を置いた独立性判断基準を策定すべきである。 

当社は、会社法２条15号および東京証券取引所が定める基準をもとに、当社独自に定める独立性基準をも

とに、独立社外取締役の候補者に関する指名・報酬委員会からの答申を踏まえ、取締役会で審議することで

候補者を選定しております。 

 

【原則４－12 独立社外取締役の機能発揮】 

 独立社外取締役は、他の独立社外取締役との間で、独立した客観的な立場に基づく情報交換・認識共有を

図るべきである。  

独立社外取締役は、経営陣との連絡・調整や監査役または監査役会との連携に係る体制整備を図るべきで

ある。 

現在、当社では、独立社外取締役を３名選任しております。現在、取締役７名のうち独立社外取締役は３

分の１以上となっており、社外取締役独自の独立した視点から各取締役や監査役、経営陣等と適宜意見交換

を行い、現段階において当社の独立社外取締役としての責務を十分に果たしております。 その結果、各取

締役、経営陣との連絡・調整、監査役との連携体制は構築されております。また、社外取締役・社外監査役

から構成される社外役員連絡協議会を年2回開催しており、社外取締役・社外監査役間における連携体制を

構築しております。 

 

【原則４－13 取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】 

（１） 取締役会は、その役割・責務を実効的に果たすための知識・経験・能力を全体としてバランス良く備 

え、ジェンダーや国際性、経歴、年齢、文化的背景の面を含む多様性と適正規模を両立させる形で構 

成されるべきであり、経営戦略に照らして自らが備えるべきスキル等を特定すべきである。その上 

で、経営環境や事業特性等に応じた適切な形で取締役の有するスキル等の組み合わせを取締役の選任 

に関する方針・手続と併せて開示すべきである。  

（２） 監査役には、適切な経験・能力及び必要な財務・会計・法務に関する知識を有する者が選任されるべ 

きであり、特に、財務・会計に関する十分な知見を有している者が１名以上選任されるべきである。 

独立社外取締役には、他社での経営経験を有する者を含めるべきである。  

（３） 取締役会は、毎年、取締役会全体の実効性について分析・評価を行い、その結果の概要を開示すべき 

である。 

（１）当社取締役会は取締役７名のうち、女性取締役２名が選任されております。当社取締役会は、経 

営、フランチャイズビジネス、財務・ファイナンス、海外事業、マーケティング・MD、人事・人材開発、 

IT・DX、内部統制・ガバナンス、サステナビリティの専門的知識と経験を有した者で構成されており、役 

割・責務を実効的に果たすための多様性と適正規模を両立していると認識しております。 なお、当社 

は、取締役会全体として知識・経験・能力のバランスや多様性等に関する考え方を考慮し、任意の指名・ 

報酬員委員会の審議結果を踏まえ、取締役候補者の指名を行っております。社内取締役については、営 

業・会計・税務・法律・リスク管理等、能力のバランスを考慮しております。社外取締役については、経 



験・能力のバランスに加え、他社での経営経験および多様性も考慮しております。必要に応じて、取締役 

会全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性および規模をより意識した体制を構築しておりま 

す。また、各取締役の知識・経験・能力等を一覧化したスキル・マトリックスを株主総会招集通知にて開 

示しております。（https://www.monogatari.co.jp/ir/library/lib05//）  

（２）当社監査役は4名のうち2名が女性監査役です。監査役会は、法律・財務・会計や内部統制・ガバナ 

ンスなどで豊富な経験を有する者から構成されております。 

（３）当社では、取締役会の機能を向上させ、企業価値を高めることを目的として、当社は、取締役会の 

実効性評価を年次で実施しております。すべての取締役・監査役からアンケートによる取締役会に関する 

実効性の自己評価を得た上で、その結果を分析・評価しています。評価結果については取締役会へ報告 

し、議論することによりＰＤＣＡサイクルを回し、取締役会の実効性の維持・向上に努めております。  

 

＜前回（前事業年度）の取締役会の実効性の評価結果への対応＞ 

前事業年度の取締役会の実効性評価で指摘された課題を踏まえ、ガバナンス体制・仕組みの強化に向け

て、海外関係会社のグループガバナンスの在り方の検討を実施するとともに、大きな方向の議論の充実に向

けては、中期経営ビジョンに基づいた中長期的な視点での進捗評価をする機会を設けました。また、リスク

把握の強化に向けては、内部統制推進委員会・サステナビリティ委員会の取締役会への定期的報告と議論の

機会を拡充しました。 

 

＜当事業年度の取締役会実効性評価についての結果の概要＞ 

当事業年度の取締役会の実効性評価については、外部の第三者機関の助言を参考に、ガバナンス体制・仕

組み、取締役会の役割・責務、取締役会の構成、取締役会の運営、取締役会における審議の活性化、経営の

監督・経営陣との関係、リスク把握、ステークホルダーとの関係を評価し、実効性は確保されている旨を確

認しております。各取締役・監査役からは、役員の研鑽・内部監査部門との連携・常勤役員と社外役員のコ

ミュニケーション等については更なる充実が必要との指摘がなされました。また、引き続き、大きな方向性

の議論・海外子会社を含むグループ統制の在り方についてはより丁寧に対応する必要があるとの意見も寄せ

られました。 

当社は、引き続き、あらゆるステークホルダーからの信頼獲得及び持続的な企業価値の向上に向け、取締

役会の実効性向上に取り組んでまいります。 

 

【原則４－14 取締役会における審議の活性化等】 

（１） 取締役会は、社外取締役による問題提起を含め自由闊達で建設的な議論・意見交換を尊ぶ気風の醸 

成に努めるべきである。  

（２） 取締役・監査役は、その役割・責務を実効的に果たすために、能動的に情報を入手すべきであり、 

必要に応じ、会社に対して追加の情報提供を求めるべきである。また、取締役会・監査役会は、各 

取締役・監査役が求める情報の円滑な提供が確保されているかどうかを確認すべきである。  

（３） 上場会社は、取締役会を支える部署等の人員面を含む取締役・監査役の支援体制を整えるべきであ 

る。 

（１）当社は、取締役会における決議事項および報告事項のすべてにおいて、社外取締役から質疑を受 

け、意見交換を実施しております。また、社外取締役からの問題提起も適宜なされており、監査役を含 

む取締役会出席者全員が上程された議案について活発な意見交換がなされております。 



（２）取締役・監査役は、その職務の遂行に必要となる情報および資料がある場合には、事務局や関連す 

る部門に対し情報および資料の提供を求めており、これら求められた部署は速やかにその情報および資料 

を提供しております。また、社外取締役および社外監査役は、代表取締役および他の取締役と定期的に会 

合をもち、会社が対処すべき課題、監査上の重要課題などについて相互の情報提供や意見交換を行ってお 

ります。  

さらに、取締役・監査役の支援体制、とりわけ新任者や社外役員については、当社の企業文化に対する

理解を促すと共に、取締役会事務局・管掌役員等を通じ、社内の情報を十分に共有する体制を整えており

ます。 

（３）当社の取締役会は成長戦略・サステナビリティ推進部が取締役会事務局機能を担い支援しておりま 

す。また監査役会につきましては、内部監査部に所属する使用人が監査役の補助を行っております。 

また、取締役会が主体的に審議の実質化・活性化を図るための取組みを行うため、以下の取り組みを行 

っております。当社取締役会は、月１回の定例取締役会を開催しており、１年毎に翌年の開催スケジュー 

ルを設定し、社外取締役３名および監査役４名を含めた全取締役・監査役が出席しやすい環境を整えてお 

ります。また、必要に応じ臨時取締役会を開催することで、審議項目数や開催頻度を適切に設定するとと 

もに、審議時間を十分に確保するよう努めております。  

取締役会資料は、出席者に対し、可能な限り早めに事前配布することを心掛けております。また、資料 

の内容については、定型のもの以外に適宜、必要な資料を準備しており、いずれも要点を把握しやすいよ 

うに整理・分析された形で提供されるように努め、審議の活性化を図っております。 

 

【原則４－15 取締役・監査役の研鑽】 

上場会社は、取締役・監査役は、上場会社の重要な統治機関の一翼を担う者として期待される役割・責務

を適切に果たすため、その役割・責務に係る理解を深めるとともに、会社の事業・財務・組織等に関する必

要な知識の習得や適切な更新等の研鑽に努めるべきである。このため、上場会社は、個々の取締役・監査役

に適合した研鑽の機会の提供・斡旋やその費用の支援を行い、研鑽の方針について開示を行うべきであり、

取締役会は、こうした対応が適切にとられているか否かを確認すべきである。 

当社は、当社取締役および監査役が、その役割・責務を果たすために必要な研鑽の機会を継続的に提供す

ることを基本方針としております。また、各取締役等に対し、自己啓発等を目的に外部セミナー等の活用を

推奨するとともに、その費用については社内規程に基づき当社にて負担しております。 

 

以上 

 


